
４　幼保連携型認定こども園以外の認定こども園（保育所型認定こども園を含む）　変更手続き早見表
手続き
方法 分類 変更内容 提出書類 様式 提出期限 備考

①利用定員 Ａ特定教育・保育施設確認変更申請書 ○ 変更前 ■⑤「運営規程」の変更の手続きも必要

　（増加） Ｂ最低基準調書 ○ ■当該変更により利用定員が認可定員を上回る場合「認可定員」の変更の

Ｃ職員の状況一覧 ○ 　手続きが必要の手続きも必要

Ｄ職員の勤務体制表 ○

②利用定員 Ａ特定教育・保育施設変更届出書 ○ 変更日の３ヶ月前 ■⑤「運営規程」の変更の手続きも必要

　（減少） Ｂ利用定員増加に関する同意書 ○

Ｃ変更前後の収支予算書

③各室の使用区分 Ａ特定教育・保育施設変更届出書 ○ 変更前 ■平面図は、各室の名称、面積を明記すること

Ｂ最低基準調書 ○

Ｃ変更前後の各室面積表 ○

Ｄ変更前後の平面図

Ｅ揮発性有機化合物等の室内濃度測定結果の写し(工事を行う場合)

④施設長 Ａ特定教育・保育施設変更届出書 ○ 変更前 ■Ｅ、Ｆはいずれかを提出すること

Ｂ認定こども園変更届出書 ○ （口座変更関係は、 ■Ｇ、Ｈは、施設型給付費に係る債権者を施設長としている場合に提出

Ｃ特定子ども・子育て支援施設等確認変更届出書 ○ 　口座の手続終了後 　（法人の場合のみ）

Ｄ施設長の履歴書 　速やかに）

Ｅ施設長の資格を有することの証明書 ○

Ｆ任命書等の写し

Ｇ債権情報（変更）届出書　及び　通帳の写し ○

Ｈ委任状 ○

⑤運営規程 Ａ特定教育・保育施設変更届出書 ○ 変更前 ■運営規程に規定する項目が一部でも変更になった場合は手続きが必要

Ｂ変更前後の運営規程 　（字句修正等の軽微な変更の場合は手続き不要）

※変更する場合、事前協議が必要な事項がある（手順書を要確認）

⑥経営責任者 Ａ特定教育・保育施設変更届出書 ○ 変更前 ■変更後に⑧「法人登記事項」の変更の手続きも必要

Ｂ認定こども園変更届出書 ○ （口座変更関係は、 ■Ｆは、給付費等の振込先口座の名義変更を行う場合に提出

Ｃ特定子ども・子育て支援施設等確認変更届出書 ○ 　口座の手続終了後 ■Ｇは、施設型給付費に係る債権者を施設長としている場合に提出

Ｄ役員一覧表 ○ 　速やかに）

Ｅ誓約書 ○

Ｆ債権情報（変更）届出書　及び　通帳の写し ○

Ｇ委任状 ○

⑦役員 Ａ特定教育・保育施設変更届出書 ○ 変更後10日以内

Ｂ特定子ども・子育て支援施設等確認変更届出書 ○

Ｃ役員一覧表 ○

Ｄ誓約書 ○

⑧法人登記事項 Ａ特定教育・保育施設変更届出書 ○ 変更後10日以内

Ｂ特定子ども・子育て支援施設等確認変更届出書 ○ 　（一時預かり事業（一般型）実施の施設）に提出すること。

Ｃ変更後の法人登記簿謄本（全部事項証明書）

・法人等の意思決定の手続きに関して定めがある場合は、当該手続きを経たことを証明する書類の写しを提出すること。（社会福祉法人や学校法人における理事会議事録等）

・写しには全て原本証明をすること。（写しに対し、「原本に相違ない」旨を記載し、記名、押印すること）

※④～⑧の手続きについては、原則スマート申請にて届出を行い（市ホームページに別途案内あり）、それが難しい場合に限り本早見表に従って、手続きを行うこと。
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